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学校危機メンタルサポートセンターは、2001年の附属池田小学校事件を受け、トラウマの回復と学校危機の管理を目的
として発足し、以来、日本の学校安全教育を牽引しています。
同センターが進める、学校安全の新たな認証制度「セーフティプロモーションスクール（SPS）」について、藤田大輔セン
ター長に話を聞きました。

藤田 大輔
ふじ  た  だ い  す け

 2004年から大阪教育大学教授に就任し、2007年から4年間，附属池田小学
校長を併任。その後、2012年から学校危機メンタルサポートセンター長、2014
年からは学長補佐（学校安全担当）を併任。2012年に日本International Safe 
School認証センターを開設し、代表を務める。2014年には新たに日本セーフティ
プロモーションスクール協議会を開設。中央教育審議会の学校安全部会委員や
初等中等教育分科会委員、文部科学省の学校事故対応に関する調査研究有
識者会議委員などを務めている。

同センターはこれまで、学校安全の認証制度にWHOの研
究所が運営するISS（インターナショナルセーフスクール）※1
を推進してきました。それをなぜ、新たな制度SPSに移行し
たのでしょうか？

一つは、ISSの学校安全が、日本の実情を捉えきれないところがあ
るためです。例えば地震大国日本では、学校安全の取り組みに地震
災害への対策も当然盛り込まれていますが、ISSのお膝元スウェー
デンでは地震はまず起こらないので，地震対策の概念そのものが
ありません。このように、生活・災害・交通の3領域を学校安全の基
本軸としている我々に対し、ISSでは、気候・風土の違いにより、安全
の概念が違うのです。さらに、学校が主役となり地域へ安全の輪を
広げることをめざす本センターに対して、ISSでは、学校安全は地域
安全における取り組みの一つであり、ベクトルが全く逆なのです。こ
うした認識のずれが根底にあったこと、そしてISS統括本部である
カロリンスカ研究所が、ISSを同研究所の活動から分離する声明を
発表したことが発端となって、文部科学省が日本独自のスタンダー
ドモデルの必要性を提唱しました。そこで、本センターがこれまで
の知見を活用し、新しい認証制度をつくることになったのです。

SPSの特徴を教えてください。

トップ主導の欧米型と違い、現場教員による「学校安全コーディ
ネーター※2」が中核となり、地域の専門家と連携して、「チーム学校」
を組織することが最大の特徴です。チーム学校は、学校安全コー
ディネーターをリーダーに、警察や消防、そして保護者など、地域の
人々がアドバイザーとなって構成します（図1）。

地域との連携がカギということですか？

東日本大震災でも、釜石市の学校など、地域との連携が進んでいる
ところは押しなべて被害が少ないのです。密接な連携が、日常だけ
でなく、いざという時にも役に立ちます。

チーム学校はどのように機能するのでしょうか？

7つの指標に基づくPDCASサイクル（図2）で動いていきます。「計
画」を立て、「実践」に移し、「改善」するのは、学校安全コーディ
ネーターを中心とした学校ですが、「計画」「共有」に地域アドバイ
ザーの声を反映することで、地域が一体となって学校安全に取り
組み、ひいては地域安全に結びつくことになります。とりわけ「共
有」が重要で、過去10年間の学校での死亡・事故例700件のヒアリ
ング調査でも、その教訓が学校内でしか共有されていないケース
が多く、今後は、活動の成果を地域関係者に広く発信していくこと
が求められます。安全を築くには，過去の教訓を生かすことが大事
で、そのためにどうするかということを皆で共有し、考えていくこと
が必要です。

「実践」では、具体的にどんな取り組みが展開されていま
すか？

避難訓練でいうと、東日本大震災前の東北の学校では、例年6月に
実施している所が多かった。しかし、地震が起こった3月は雪まじり
の雨が降り、肌寒く、足元はぬかるみ、避難が迅速に進みませんで
した。このような教訓を踏まえ、毎年季節を変えたローテーション
を考えてもらいます。また、学校自体が避難所に指定されている場
合は、地域の人にも訓練への参加を求め、自治会の年間計画ともす
り合わせます。もっと身近なものでは、遊具点検などの安全点検を、
教員の目視だけでなく実際に使って確かめます。それでも慣れると
気づきの力が低下しますので、教員間でローテーションを回した
り、保護者の目を入れたりという工夫をしています。また、大人だけ
でなく、子どもに気づきの力を養わせることも対策の上で大事なこ
とです。

SPS認証はどういった手順を踏むのでしょうか？

認証希望校は、本センターが統括する日本SPS協議会の事務局で
ある、日本SPS理事会に活動申請を提出し、SPSの推薦委員の指
導・助言に基づき、活動を進めます。活動実績が1年を超え、認証申
請の手続きを踏み、実地審査に合格すれば、SPS協議会への推薦
を経て3年間有効の認証が交付されます（図3）。附属池田小学校を
筆頭に、附属池田中学校、台東区立金竜小学校（東京都）の3校が
すでに認証済みで、京都市立養徳小学校が正式に認証活動に取り
組んでいます。このほか、高知県の3校、宮城県の18校が認証に向
けた動きを見せています。いずれも、過去に事件や災害が発生した
学校・地域で、事故の風化を防ぎ、教訓を生かしていこうという気概
が感じられます。また、首相や文部科学大臣をはじめとする政府、
国会でもこの制度を高く評価し、活動を支持する旨の答弁を得て
おり、今後は6か年で50校まで認定を増やす計画です。

海外展開の可能性は？

指標はその国の風土に合わせつつ、生活・災害・交通という日本独
自の概念を広めていきます。特に東アジアは、地震・水害など災害
の種類が共通しているので、親和性も高い。すでに、中国の華東師
範大学の研究所と協定を結んでおり、北京の中国教育科学研究院
とも協定に向けた手続きを進めています。台湾も関心を示してお
り、まずはアジア太平洋地域での普及をめざします。

SPSは今後どう発展していくのでしょうか？

安全教育の場は学校だけではありません。SPSの掲げるチーム学
校は、地域の人々が相互に働きあい、持続可能なシステムを作るこ
とも使命です。災害により学校が避難所となった際、自治会は高齢
者が多く、設営や物資の運搬をするのは体力的に難しい。そこで、
若い親世代に活躍の場が出てきます。子どもたちも、普段お世話に
なっている安全指導員のおじいさん、おばあさんにかわって、自分
の両親が汗を流している姿を見ることで、大人を、地域を信頼する
ようになるのです。そして、20年後には、子どもたちが大人になり、
親となって、安全の担い手となる。地域を守る、そのバトンを次世代
につなぐことが、SPSのめざす道なのです。

※1　ISS（インターナショナルセーフスクール）
WHOによる学校安全の国際認証制度。学校、保護者、地域が協力し、継続的な学
校安全の取り組みを実践している学校が認証される。日本では附属池田小学校
が初。

※2　学校安全コーディネーター資格
教員であることが必要条件で、同センター主催の安全主任講習会、もしくは、教育
研修センター主催の学校安全コースを受講し、さらに安全コーディネーター研修
を受講することで認定される。
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図3 SPS認証までの流れ
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